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りが希薄化している現状を目の当たりにした.そこで,普段の暮らしの中での声かけや見守り,

また地域住民同士の助けあいなどの互助機能があれば,災害が発生した際に,より迅速な避難

行動や効率的な救助ができ,高齢となっても心身ともに安心して暮らすことができると考え

た.このことをきっかけに地域の高齢者を対象とした健康相談事業が行える「通いの場」を開

始するため,その活動母体となる「やっちろ保健室」運営協議会(現一般社団法人看護のココ

ロ)を同年 8 月に設立した. 

本調査では,「やっちろ保健室」の活動実態を明らかにし,その活動意義や今後の課題を明

確にすることを目的とし,高齢化が進む地域において「まちの保健室」活動が高齢者に寄り添

える持続可能な活動となるようシステム構築の一助を得たい. 

 
ⅡⅡ..目目的的  

本調査では,「やっちろ保健室」の活動実態とその内容を明らかにし,今後の課題を明確に

することを目的とした. 

 

ⅢⅢ..方方法法  

1. 研研究究デデザザイインン  
横断的質的記述研究 

 
2. 調調査査対対象象 

2021 年 3 月 1 日から 2022 年 3 月 31 日まで活動を行なった「やっちろ保健室」運営協議会メ

ンバ-および「やっちろ保健室」の利用者 

 
3. 調調査査期期間間 

2021 年 3 月 1 日から 2022 年 3 月 31 日 
 

4. 調調査査方方法法 
2021 年 3 月 1 日から 2022 年 3 月 31 日の期間内に「やっちろ保健室」を利用した者の暮らしの

ノ-トを用いて聞き取った情報、および「やっちろ保健室」運営協議会活動日誌から目的に沿って

必要な情報を抽出した. 
 

5. 用用語語のの定定義義 
1） やっちろ保健室：2020 年 7 月熊本豪雨災害をきっかけに設立された高齢者支援のための任意

団体の名称とした. 

2） 暮らしのノ-ト：利用者個人の嗜好,生命兆候などに関連する健康情報,日々の出来事などを記

入し記録して相談業務で使用するノ-トとした. 

 
6. 分分析析方方法法 

対象者の基本属性と活動内容については,単純記述集計を行った.また,基本統計の結果に示
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した割合は,全て有効回答数を分母に用いた.全ての集計処理には,Microsoft Execl 2019 を使用

した. 
 

77.. 倫倫理理的的配配慮慮  

本調査では,聞き取り調査により得られた個人情報について,対象者に対し利用目的を十分

に説明したうえで,保健室活動の利用状況や個人の生活情報などのデ-タを使用するが,その

分析の際は,個人の特定ができないよう配慮することを伝えた.ただし,年齢,性別,職業,家族

構成などの個人属性に関するデ-タの取り扱いには,プライバシ-保護や人権の保護に最大限

の配慮をする必要があるため,「個人情報の保護に関する法律」等の法令,その他の規則,倫理

規定を順守し,最大限の注意を払い調査研究を行うこと,調査を拒否または途中辞退しても不

利益を被らない旨を説明し,調査協力への同意を口頭で得た. 

 

ⅣⅣ..結結果果  

11..研研究究対対象象者者のの概概要要  

対象者は「やっちろ保健室」運営協議会合計 5名,「やっちろ保健室」の利用者合計 333名であ

った. 

 

22..「「ややっっちちろろ保保健健室室」」運運営営協協議議会会のの概概要要  

「やっちろ保健室」運営協議会組織は,5 名の運営メンバ-,保健医療福祉専門職の現場スタッフ,

民間団体や熊本県災害支援民間団体などの地域のコ-ディネ-タ-,民生委員やまちづくりセンタ-

職員などの地域住民との調整役で構成されている(図 1). 

「やっちろ保健室」運営協議会では,はじめに地域住民や地域の支援団体へヘルスニ-ズの聞き取

り調査を行い,活動の拠点となる地区の選定や,この活動に関わる保健医療福祉専門職などの人材

に対し,事前研修を実施した. 

2021 年 3月から八代市坂本町鶴喰地区に「やっちろ保健室」を設置した理由として,坂本町は

山村地域であり,15 地区のうち全地区で高齢化率が 50%を超えており,全地域を巡回し地域の世話

役など受け入れに寛容であり,交通手段が安全であった八代市坂本町鶴喰地区に設置し保健活動

を実施することとした.また,仮設住宅に移転した方も通うことが可能なように,2021 年 8 月八代

市本町商店街にも「やっちろ保健室」を増設し,月 1回保健医療福祉専門職を中心に健康に関する

個別相談や暮らしのノ-トを使った健康チェック,専門講師による健康教室などを開催した.また

豪雨災害による被災者が暮らす八代市民球場内の仮設住宅においても,不定期ではあったが保健

室活動を実施した. 
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図 1「やっちろ保健室」運営協議会組織図 

 
33..利利用用者者のの概概要要とと延延べべ利利用用人人数数  

利用者の平均年齢は,71.2 歳(SD±6.8 歳)であった.利用者の男女比は,男性が 20％(67 名),女

性は 80％(266 名)であった.介護保険制度における要介護度は非該当者が 100%であった.延べ利

用人数は 333 名であった.65 歳以下は 98 名,65 歳から 70 歳は 58 名,70 歳から 75 歳は 69

名,75 歳から 80 歳は 62 名,80 歳から 85 歳 40 名,85 歳以上は 6 名の利用人数であった

(表 1,図 2). 

表 1 利用者の概要             n=333                 n=333 

 
図 2 延べ利用人数の割合 

44..活活動動内内容容  

やっちろ保健室の平均設置箇所数は月に 2.16 回であり,開催時期は 6,8,9,12 月が 3回

と多かった(図 3).毎月の「やっちろ保健室」の利用人数は,健康教育のイベント開催を行

なった 9 月が最も多く,総人数は 333 名であった.活動内容は,健康支援に関するもの,連

携に関するもの,広報活動に関するものの 3つに分類でき,『暮らしのノ-トによる健康状

男女比 2:8

平均年齢 71.2歳(SD±6.8歳)

年齢 延べ利用人数(人)

65歳未満 98

65歳-70歳未満 58

70歳-75歳未満 69

75歳-80歳未満 62

80歳-85歳未満 40

85歳以上 6

(箇所) 
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態の把握』,『健康・生活相談』が最も多かった(図 4,5,表 2).「やっちろ保健室」運営協

議会保健医療福祉専門職の割合は,正看護師が 33%と最も多く,保健師、管理栄養士、理学

療法士の割合が 17%であった(図 6). 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
図 3.やっちろ保健室設置個所数                 図 4.やっちろ保健室利用者数 

 
図 5.「やっちろ保健室」活動内容 
表 2.活動内容の分類                                          n=12 
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ⅤⅤ.考考察察 
11..  「「ややっっちちろろ保保健健室室」」活活動動のの実実態態  

本調査では,2020 年 7 月豪雨災害後の「やっちろ保健室」活動実態を明らかにした. 

「やっちろ保健室」の活動内容は,健康支援に関するもの,連携に関するもの,広報活動に関

するものの 3 つに分類できた.また,健康支援に関するものに分類される『暮らしのノ-トに

よる健康状態の把握』,『健康・生活相談』が最も多かった.厚生労働省が一般介護予防施策

として提唱する「通いの場」の類型は,3 つのタイプ（タイプⅠ:趣味活動,他者と一緒に取り

組む就労的活動,ボランティア活動の場等の『普通の生きがい・楽しみを主目的』,タイプⅡ:

住民組織が運営するサロン,老人クラブ等の『交流(孤立予防)を主目的』,タイプⅢ:住民組織

が運営する体操グル-プ活動等の『心身機能の維持・向上等を主目的』あるといわれている 

(植田拓也, 2022).「やっちろ保健室」の活動実態をこの類型に照らし合わせると,タイプⅡ:住

民組織が運営するサロン,老人クラブ等の『交流(孤立予防)を主目的』,タイプⅢ:住民組織が

運営する体操グル-プ活動等の『心身機能の維持・向上等を主目的』のハイブリッド型ともい

える活動を行なっていたことが明らかになった.これは,「やっちろ保健室」活動地域において

は,災害の影響から地域の孤立や分断があること,特に山村地域において人口減少と高齢化が顕著

であり一人暮らしの方が多かったこと,また,近年の新型コロナウイルス感染症対策の影響も重な

り,地域の伝統行事や互助活動が減少し,近所付き合いや外出の機会が減少していることが推察で

きた. 

また,「やっちろ保健室」運営協議会は,地域の行事にも積極的に参加し,地域住民や関係団体と

の信頼関係構築に重点をおき,地域の理解や協力を得るまで相当な時間を費やしてきており,「や

っちろ保健室」の設置について,事前に地域のニ-ズ調査を行い,住民への事前説明と同意を得た

上で,高齢者の全人的な健康支援が必要であると判断し「やっちろ保健室」活動を開始した.しか

し,このような山村地域は外部からの訪問者に対する警戒心や遠慮があり,活動内容を理解し,地

域住民主体で活動を継続していく必要性を十分に理解してもらうには至っておらず,未だに災害

復興支援の延長線であるという印象が強いのが現状である.したがって,「やっちろ保健室」の活

動は,災害が契機になっているものの,将来,少子高齢化により人口減少が加速する日本において

は,その人口動態的特徴から全国的な課題と捉えており,地区の民生委員や地区役員などと個別に

協議し,繰り返し理解を求める必要があると考えらた. 

 暮らしのノ-トを配布した利用者から健康状態の他にも,嗜好や趣味,習い事や友人との交流,日

頃からの近所付き合い,居住環境や家族構成,介護サ-ビス利用の有無などの情報を分析したとこ

ろ,「やっちろ保健室」利用者の介護保険認定は,全員が非該当者であったことから,生活自立度

が高い利用者が多い傾向がみられた. 
その理由として,本調査の「やっちろ保健室」利用者は,山仕事や畑の作業,また庭の手入れなど

日頃から体を動かす動作が多く,農産物のおすそ分けなどの近所付き合いなど,地域の互助が日頃

から培われていたことが関与しているのではないかと考えられた. 

老後も健康的な生活を送る上で,「外出することや近所との関わりを持つこと」は,重要なファ

クタ-であり保健室を定期開催したことが,積極的に外出する機会の提供となり,次第に地域でも

受け入れられたものと認識している.東京都介護予防・フレイル予防推進センタ-が提示した「通
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いの場」の類型の中に『住民を取り巻く多様なつながり』というタイプ 0がある (地方独立行政

法人 東京都健康長寿医療センター (東京都介護予防・フレイル予防推進支援センター), 2023)

ように,挨拶程度の関係性であっても地域での多様な住民活動として尊重し,必要に応じて把握す

ることが勧められていた.現在,「やっちろ保健室」の利用者は地域の限られた住民であるため,地

域の協力団体や自治会,民生委員などと連携し,難聴や生活自立度に障がいのある方,活動内容に

理解が浅い方の参加機会となるような,丁寧な対応と効果的な広報活動を行なっていく必要があ

ると考えられた. 

 

22..今今後後のの課課題題  

 高齢化率 50%以上の災害後の地域に「やっちろ保健室」を設置することは,少なからず高齢者へ

の全人的な健康支援に寄与する取り組みであることが確認できたが,多くの課題も明らかになっ

た. 

 第一に,活動拠点の決定については,その条件として,事前に地域の聞き取り調査を行い地域ニ-

ズの把握を十分に行うこと,自治会や民生委員,また地域住民との調整役になるキ-パソンから協

力を得ること,地域住民の暮らしの動線になっている場所を選ぶこと,などが地域の理解を得るた

めに必要である. 

 第二に,保健室の活動内容については,タイプⅡ:住民組織が運営するサロン,老人クラブ等

の『交流(孤立予防)を主目的』,タイプⅢ:住民組織が運営する体操グル-プ活動等の『心身機

能の維持・向上等を主目的』 (植田拓也, 2022)のハイブリッド型の活動内容を地域のニ-ズ

に合わせてイベント開催も実施していくことが重要である. 

 第三に,利用者への対応については,健康相談には,保健医療福祉専門職(保健師,看護師,薬剤師,

理学療法士,管理栄養士,臨床心理士など)が必ず対応すること,継続的に利用者の背景を理解して

いるスタッフが対応すること,民生委員の負担軽減のため個別訪問に協力すること,などが利用者

の信頼関係を高める上で必要である. 

 第四に,保健室の利用促進については,地域住民や関係団体との信頼関係を構築すること,団体

の紹介チラシやリ-フレット,イベント開催案内などを配布し周知すること,健康便りの発行によ

り活動内容を報告すること,テレビ・ラジオ・新聞や SNSなどメディアを活用し情報を発信するこ

と,などが活動の理解を深め,利用者数を増加させるために必要である. 

 最後に,過疎化が進む地域においては,自治会長や民生委員も少子高齢化が進むため,地域の伝

統行事のお世話役も不足し地域住民の社会的交流も減少している.したがって,現在はまだ健康レ

ベルの高い高齢者であっても,地域や人とのつながりが減り,互助が減少していくことで,今後の

健康レベルに悪影響を及ぼすことが懸念される.「やっちろ保健室」活動が高齢者に寄り添える持

続可能な活動となるためには,この活動に賛同し協力してもらえる団体や行政,個人の存在が必須

であり,将来に目を向け日頃から各種団体とのつながりを大切にし,人財の発掘や育成にも重点を

置き活動していく必要がある. 
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